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19世紀末イギリス鉄鋼業関係者

の「大不況」対策

『商工業不況調査委員会報告書~ (1886年〉の一考察

(257ワ 33

山 同 昭夫

I 問題設定

イギリス資本主義は， 19世紀末「大不況」のなかで構造転換を余儀なくされ

る。ドイツ，アメリカ等の後発資本主義国が保護関税の導入，資本の集積・集

中から独占への展開とL、う対応を通じて「大不況」を克服してゆ〈のに対して，

先発資本主義閏であるイギリスは，そのような対応をとり得なかった。それは

「大不況」に対するイギリス鉄鋼業関係者の不況認識なりベ 対策なり E無関

係ではなかろう。 I大不況」対策を明らかにすることが小論のさしあたっての

テーマであるけれど，しかしそれは同時に20世紀初頭のチェンパレン・キャン

ベインを経て， 1930年代の「大英プロック政策」にいたる特殊イギリス的対応

の原型を探ることでもある。

ここで分析対象とされる資料は， w商工業不況調査委員会報告書Jl First， 

Second， Third， Final Report 01 the Royal Commission Appo間 tedto In-

quire into the Depression 01 Trade and Industry， 1886，である。そのうち鉄

鋼業の不況対策に直接関係する資料は，鉄鋼業関係証人11名の証言ならびに商

業会議所及び同業者組合への質問 「⑬あなたの意見ではどんな方策が産業

の現状り改善に適当 εあるか， a)立法によるもの， b)立法措置によらないも

のJ2)-ーに対する回答である。

1) 山田昭夫，1商工業不祝調査委員会報告書 (1886年)jにおける「大不況」認識一一鉄鋼業関係

者の場合 J .経済論叢』第 127巻>}1. 5号. 1981年。
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これらの証言と回答には，工場移転生産部門の転換，市場転換，生産制限，

鉄道規制，労働組合の禁止，商標の国際協定，技術学校の設立，植民地との通

商同盟，保護関税の導入等多種多様な不況対策が表明されている。しかし本稿

では，個々の対策案自体が分析されるのではなくて，むしろ鉄鋼業関係者の不

況認識と連繋きせながら，個別企業独自の対策，同業者組合を媒介とした対策

及びイギリス資本主義の全体構造に関連する政策転換運動への対比、というレず

ヱんから考察され，しかる後にその相互連関が検討される。なお鉄鋼業自体の

構造，鉄鋼業を基軸とした再生産構造，錯綜した社会・政治状況などは必要に

応じ ζ言及するにとどめたし、ヘ

11 個別企業レヴェ)~での不況対策

個別企業レヴェルでの対策 Eしては，①工場移転，②生産部門の転換，③市

場転換があげられている。しかし市場転換は政策転換運動への対応と直接的に

関連しているので， ここでは前2項目を考察する。

(lJ 工場移転

不況対策としての工場移転とは内陸部から海岸への移転である。シェフィー

ノレド地区の証人エ日スは同地区のベッセマー鋼レール生産について， r我々 は，

海岸と競争できないためにその取引をまったく放棄しました。そしてキャメル

社 Cammell& Coは同様な理由のために，カンバ ランドのワーキングト y

に彼らの工場を移転しました」似o.3204ー証言番号〕と証言している心。乙の

2) Firs.芯 R申 "τ，p. 73 なお， 桂鋼業関係証人は イギリス鉄鋼業揚会 BritishIron T rade 

Association CBITA)会長サー ローシャソベル (SirL同べhi田 Bell)， シェフィーノレド地
区のオズポーソ (5.Osborn)，エリス(J臥 El1is)，ベレク (C.Belk)，ヴィッヵーλ(T.E 

Vickers)， ディクソ γ(].W. Dbo叩)， ヒューズ (H.H唱 :bes)，北西海岸のスミス(].T 
Smith).パーミンガムりミュラー(H.L. M泊ller)，ロ ド(W.W. L目 d).スコットランド
町ドナルドソソ (W.A. D叩aldson)の11名である。各証人の詳細については，前掲拙稿，第
1表，鉄鋼業関漣同業者組合及び商業会議所について比第2表を参照せよ。

3) 当時の社会・政治状況については，河合秀和『現仕イギリス政治史研究』岩世書官， 1974年，
特に第1章第2章，吉岡昭彦「イギリス自由主義国家の展開J r岩波講座世界歴史201岩波書
出. 1昨 1年、大野英二「危機白社会的基盤Jrドイツ資本主義論』未来社I 1965年，等に詳しし、。
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敗退は基本的な生産基盤の相違に基づいていた。すなわち原料条件にめぐまれ

たクリープラ Y ド及び北西海岸の鋼鉄生産が安価な銑鉄を利用できたのに対し

て V ェフィールドの鋼鉄生産は，輸・移入鉱石及び銑鉄への依存度が高かった

ために構造的脆弱性を持っていたからであるへそして鋼レーんという大量生

産部門では， この脆弱性がヨリ顕著になったのである。シェフィーノレドの構造

的脆弱性と不況とり関係について北西海岸のλ ミλ もまたエリ λ 白証言を次り

ように裏付けている。 1883年当時の銅レール価格は約4ポγ ドであり，この価

格では，海岸銑を加工して鋼レーんを生産していたシェフィールド地区のメー

カーは全然競争できなかった。これは海岸からの銑鉄搬入にトン当り 7-./ロン

グかかり，製品の海岸への搬出にトン当り 9'ンリ Y グかかるからであり，キャ

メノレ社はこの運搬コストを節約するためにレーノレ製造プラント幸子ワーキングト

ンに移転したくNo.2289~95， 2333~35) じつまり，不況下の低価格が構造

的に脆弱なシェフィーノレド鉄鋼業を直撃したのであり， これに対する対策が鋼

レール工場の移転であった。

パーミンガム地区のミユラーの証言。釘製造部門において取ヲIがカーディフ，

ニューポート等の海港都市へ移動し，それと同時に工場自体の移転がお ζ った。

乙れは鉄道運賃のためであり (No.1598， 1863~67)，現在もネトレフィーノレド

社 Nettlefield& CQ目及びエリオット社 El1iot& Co.の工場移転が考慮されて

いるくNo. 1886~88)。輸出業者であるミュラーは，釘の生産基盤に言及して

はいないけれど，パーミンガム地区の製鉄業は， 1870年代末から原料基盤の崩

壊=鉱石の枯渇によって割高な他地区の鉱七及び銑鉄に依存せざるをえなくな

っていた的。要するに原料条件りよい海岸地区への工場移転は， ドイア製り釘

4) シェフィーノレド商業会議所会頭ディクソンも， γ ヱフィールドの3大企業キャメル社Cammell
& Co.ブラウン ベイリーアンドディクソン社 BrownBailey and工凡xon& CO町並びジョ

シ ブラウン社 ]ohnBrown & Co，が， 鋼レール生産を廃止したのは割高な鉄道運賃のため
であるが，このことによって同地区の不況が深刻化したと証言している (No，1352. 1357)。

5) 1884年の時点tのγェフィーノレド地区の輸 移入鉱石依存度は 80%であった (SirLow油 "n
Bel1， Statement relating to the Iron Trade of the United Kingdom， p_ 13. in Second 
Retort.， p. 321 なお以下 Statement.，と略記〉。
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がイギリス国内市場にまで侵入することによって一層深刻化された不況に対す

る個別企業レヴェノレでの対策として実現されるのである。

このようなシェフィールド及びパーミンガム地区の企業による海岸への工場

移転は， 内陸という立地条件から生じる不利益への対応策であり， それによ

って生産コストが切り下げられ， 自らの競争条件を高めるのに大きく貢献し

た円。しかもこの対応は~報告書』に関する限りで唯一のコスト削減によっ

て市場を固守せんとした対策であるぺ

[2) 生産部門の転換。

不況対策としての生産部門の転換については，ベノレとドナルドソンが北東海

岸及びスワットヲソドの錬鉄企業の事例を，エリスとヴ fッカースが γ ェフィ

ール γ地区の製鋼企業の事例を報告している。

錬鉄企業における生産部門の転換は 2期に区分でき. 1870年代から80年代初

頭にかけて鉄レ ノレー→造船用資材へ， 84年以降は造船用資材から建築用梁材

Girder Ironへの転換がなされた。鉄レールから造船用資材という第 1期の転

換について，ベノレが作成したクリープランド地区に関する表によれば，鉄レー

ル生産が1873年の 52.9%から 83年の 0.4%へと減少するのに対して造船用資材

6) 185匝芋の鉄鉱石年産量は959，000トンであったのに.8匠Fには118.000トシに減少した.そして
同地区の消費鉱石0)80%はノーサンプトソから穆入された (SirLowthian Bell， Statement.， 
p. 15. in Second Report.， p. 321)0同地区の製鉄業全般についてはJ Cf. G. C. Allen， lndus-
Z門:alD町 'eloPmento.f Birmingham and Black C.恒例かッ 1860-1927，London， pp. 235 
ff. 278-81 

7) コスト削減のため工場移転をした代表的企業と考えられるキャメル社は， '.大不況」後期には，
北西海岸の主導的企業となり.20世紀初頭には石炭=鉱石=製鉄=製鋼=剖肯(寧需〕という大
企業になった (L白dAberconway， The B.同 'cIndl制的'esOJ Great Brit仰 1，London， 1927， 
p. 123. H. W. Macrosty. The Trust Movement in B円".tishIndustry， London， 1907， pp 
44 ff.)o 

8) ここで留意すべきは，イギリ'"の鉄鋼業者が貫して塩基性法の導入をしない点である o 11:182 

年末のでの塩基性法による操業はドイツの8企業21恥炉に対して，イギリスはボルコウ・ヴォ
γ社Bolckow Vaughn & coの4転炉だけである ιEconomist.Feb 24， 1883， Commercial 
History田 dReview of 1882， p_ 33.). したがって，イギリ久白性鋼業者は酪佐法に岡執して

塩基性法によるコスト削減を考えようとはしていなかった。『報告書』の証人の見解については，
前掲拙稿，脚住 (IB)(29)を量参照せよー
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第 1表 グロープラシド地区における錬鉄製品生産量 (単位.ト γ〉

!レ ー ノ レ倒|棒鉄側|鉄板伺|ァ γグノレ伺 i計

1872 299，075 (49.0) 75，154 (12.3) 177，857 (29.1) 58，167 ( 9.5) 610，253 

73 324，440 (52.9) 79，426 (12.9) 165，593 (27.0) 44，403 ( 7.2) 613，862 

74 265，020 (45.4) 91，053 05.6) 178，272 (30.5) 49，501 ( 8.5) 583，846 

75 246，218 (43.8) 101，641 (18.1) 173，417 (30自〕 41，246 ( 7.3) 562，522 

76 107，832 (25.6) 88，304 (21.0) 172，374 (40.9) 52，665 (12.5) 421，175 

77 36，750 ( 9.3) 77，132 (19.5) 214，723 (54.3) 67，035 (16.9) 395，640 

78 21，646 ( 5.1) 78，283 (18.6) 233，964 (55.5) 87，651 (2日8) 421，544 

79 6，769 ( 2.3) 60，848 (21.0) 173，700 (59.9) 48，892 (16.8) 290，209 

80 27，417 ( 5.4) 71，399 (14.0) 316，722 (62.3) 92，899 (18.3) 508，437 

81 15，904 ( 2の 70，490 (11，8) 391，468 (65.4) 120，557 (2日1) 598，419 

82 5，601 ( 0.9) 62，570 ( 9.9) 433，216 (68.7) 129，647 (20.5) 631，034 

83 2，904 ( 0.4) 80，933 (12.3) 440.157 (66.9) 133，606 (2日.3) 657，600 

84 3，516 ( 0.8) 81，578 (19.0) 270，910 (63.3) 72，2B2 (16.9) 428，286 

出典 Sir Lowthian BeU， Statement relating to the 1四 nTrade of the United Kingdom， 
p. 18. in S.σ'cond Reto，.t.， p. 323 

(鉄板，アングル〉は 34.2%から古 7.2%へと増加し，急激な転換が生じた。こ

れは一方において産業内基軸が錬鉄から鋼へ移行するに伴なってレール生産部

門においてもヘッセマー鋼レールが侵入してきたためであり的， 他方でまたイ

ギリスにおける鉄消費構造の変化に対応して造船用資材の需要が増加したため

である山。それに加えてレ ル生産に比較して造船用資材の仕様規準が厳しい

ために，錬鉄企業は大量生産方式によるベッセマー鋼との競争を回避できたか

らであるi日。

9) バ ンによれば，鋼レ ノレの侵入によっ C，187念年にクリープランドの師鉄企業44社のうち20
社が倒産したくD.Burn， The Economic Historyザ、Stcelmaking1867-1.9 37. Cambridge， 
1961， pp. 28 ff.)o 

10) イギリスにおける鉄消費構造の変化については，前掲拙稿，第5表毒戸刊

11) 187C年代における鋼鉄企業の生産部門転換による残存を有田辰男氏は，過剰資本圧力による

中d企業分野形成の第一段階と位置付けている「有国辰男円且剰資本論序説』円本評論社， 1977 

年， 77-102ベージ〉。 なお，錬鉄企業の生産部門の転換先は，造船用資材だけでなく，枕木(ク

リ プヲソド〕及び高血棒鉄〈南スタフォードジャー〉への転換もみられた白 Cf. EcorwlTtist， 

March 9， 1877， p. 25 錬鉄の転換=残存基盤は，クリープランドの場合地方鉱石と地方市場で

あり，南スタフォードシャーの場合地方市場にあった (H.G. Roepke， Movements of the，/' 
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造船用資材ー→建築用梁材という 1884年以降の第 2期の転換についてドナル

ドソンは次のように証言してし必。造船用資材に十分な需要がある限り，製鉄

業者の注意が特に梁材の生産に向うことはない。彼らがその生産に注目したの

は，ベルギーからの輸入が増大したからではなくて， 1884年以降造船用資材の

需要が下落したからである (No. 2578)。要するに，ここでは需要の減少した

部門から需要のある部門への転換が問題となっていたのであって， 84年以降の

造船不況がその背景にある。そうだとすれば，同時代人はこの転換を一般的に

景気対策として認識していたように思えるけれど山，しかし実はこの転換には

平炉鋼との競争という構造的な要因が存在している。すなわち1880年代に造船

用資材も錬鉄から鋼へと

転換していった。

第 2表によれば造船用

資材における錬鉄から鋼

への代替は1885年までは

緩やかであったが，それ

以後加速化する 13)。これ

は，平炉鋼の品質の優位

性 e1884年以降の平炉鋼

板価格の大幅な下落とが

造船業者に平炉鋼の選択

第 2表鋼及び鉄船建造ト γ数(単位.トン〉

1 鋼船建造トシ(%数~I 鉄船建造ト傍(%〉 | | 計

1880 35，373 ( 7.1) 459，994 (92.9) 495，367 

81 42，407 ( 6.0) 666，724 (94.0) 709，131 

82 125，841 (12.9) 851，075 (87.1) 976，916 

83 166，428 (15.1) 933，774 (84.9) 1，100，202 

84 132，457 (16.7) 661，201く83.3) 793，658 

85 165，437 (36.3) 290，429 (63.7; 455，866 

86 267，000 (55.5) 214，233 (44.5) 481，233 

87 465，792 (80.7) 111.535 (19.3) 577，327 

山典 W. A. Sinclair， The Growth of the British Steel 
Industry in the late Nineteenth Century 

Scottish Journal of Political Economy， vol 6， No 

1， 1959 p. 35， Table III 

¥、BritishIron and Steel Ind:町tη 1720-1951，Urbana， 1956， P. 85.)。 スコットランドの
現牲企業は当初から造船資材を生産していたため， 7世手代にはまだあまり厳しい藍響を受けてい
なかった (1.F. Gibs∞， The Establishment of the Scοttish Steel Industry， Scottish J(四 r-

nal of Political Econom~仇 voL 5 no. 1. 1958， p. 33.)。

12) Cf. Ecorwmist. Feb 20， 1886， C. H. R.， 1885， p. 29 ただし， ベルはこの転換を梁材への
需要が増大したことに童主点をおいて説明しているくSirLowthian Bell. S何temf'nt.，pp. 63千m
Second Reρartョ p.336.)。

13) グリープランドには， 1885年に13基の平炉があったが， 18回年にはその5倍になったの'I'.A

Sinc1air， The Growth of the British 5t田 lIndustry in由elate Nineteenth Century .. 

Scottish Jou門回1of Political Economy， vol. 6 no. 1， 1959， p. 36')0 
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を決定づけたからであるw。したがって錬鉄企業としては，自ら平炉鋼へ転換

するか"にあるいは造船用資材以外の錬鉄製品に活路を見出すか，選択はそれ

以外残されていなかったといえるieL

製鋼企業の生産部門の転換についてヱリスは次のように証言している。重量

鋼部門の大部分はシェフィーノレド地区を去った。これは海岸地区と競争できな

いからである (No.32口めが，それに代わって，同地区では技術がより必要と

される分野一一例えば道具鋼等の特殊高級鋼 が主流となった (No.32日5

06) 17)。

ヴ f ヅカ スは，鉄道用資材から航海用シフト等の鋼鋳鍛造部門への転換に

ついて次の上うに証言する。鉄道用資材が保護関税によってアメリカ合衆国市

場から閉め出された時からずィッカースは航海用シャフト，装甲用甲板といっ

た新生産部門を開発してきた (No.3430-31)。これらの部門は， r製鋼業にお

ける他の種類の製品よりもヨリ科学的な知識を要するJ(No.3493)ために，製

品自体も製造コ λ トの非常に高い高級品となる。それゆえ，内陸立地による運

14) 造船用資材における平炉鋼の品質の優位性は.すでに1879年閥階で造船業者によって認められ
た(I.F. Gibson， ibid.， pp. 33.)ー平炉鋼桓価橘の下落と造船業者自選択の関係については，
Cf 、1¥l.A. Sinclair， 告白d.，p， 39 

15) ギプソンとミードの資料を検討すると. 1885年におけるスコットランド平炉鋼企業10社のうち

8社が錬鉄企業から転識した企業であった.したがって，平炉鋼が主配的なスヨットランド製鋼

業の発展は， 錬鉄企業から平炉銅企業への転換によってもたらされたといえる(1.F. Gibson， 
ibid.. pp. 34 f. R. Meade， The Coal and Iron Industries of the United K.削 g晶 m，Lon 

don， 1882， p. 745')0 
16) r報告書』の鉄鋼関係資料は，平炉鋼についてほとんど言及していない。これは，平炉鋼の需

要が造船機械という園内市場向が中心であ q たこと，商互主宰不況調を委員会の設立自体が「自

由貿易」か「公正貿易Jかという政策論争の産物であったこと，イギリス鉄鋼業関係者の志向
が，すでに考察したように海外市場依存であったこと(前掲拙稿，第6表垂用).等の要因仁よ

ると考えられる。しかし，研究史が指摘しているように， r大不況」の後期に確立されるイギリ

ス鉄鋼業の基本的性格を平炉鋼が規定FるとL、う点を考慮するならば，その端緒期の平炉銅を無

視する『報告書』には大きな問題が残されており，したがって，その分析にも 定の留保が必要

であろう。平炉鋼のより豆ち入った分析は別稿に諒らざるをえないが，平炉鋼の童話害性自体につ

いては， 中川l敬一郎 rr大不況』期のイギリス鉄鋼業ーーその生産力的停滞と国際的後退の要因
について J r世界経済と日本経済』有斐閣. 195陣。高橋哲雄『イギリス鉄鋼独占の研究』

ミネルヴ7書房. 1967年.24-29ベ 少などが特に重参照されるべきである。
17) 証人エリスが経営するジョン プヲウ γ社のその後の発展については， Cf. H. W. Macr曲.ty，

a剖， pp. 43丘
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輸コ凡トは問題とならず (No.3494)，外国関税も厳し〈作用しなかった (No.

3444-45)。 この新生産部門の開発， 奨励にシェフィールド地区の企業は積極

的であった (No.3422)'目。

このようにシェフィールド地区の製鋼企業は，従来の量産型の普及品部門で

の競争を回避するために伝統的製鋼地区としての強み=蓄積された高度の技術

力を発輝しうる部「守への転換をはかり，よれによってかつての競争力を回復し

ようとしたのである。そして，この高級品化という対応は，当時の錬鉄企業や

シェフィールドの製鋼企業，総じて劣位にあった企業の一般的な不況対策であ

った， とL、えよう。

III 同業者組合レヴェルでの不況対策

1850年代から70年代前半にいたる約25年間さしたる動きをみせなかったイギ

リスの同業者組合は， r大不況」への突入と同時に，労働組合運動の高揚に対

する使用者団体として，あるいは価格低下や過剰生産に対するカルテル団体と

して，あるいはまたその産業独自の利害を代表する政策団体として続々と設立

されてくる則。鉄鋼業関係同業者組合は，機能に応じて種々の形態をとって現

18) ヴィッカース祉のその後の発展については， Cf出'd.， pp. 41 ff. J. D. Scott， Vickers A His 
tory， London， 1962， 

19) Cf. A. Birch， The Ecotwmic H，叫 'oryof the British Iron and Steel Industry 1784 

←1879， London， 1967， pp. 368-71 この時期の向莱者組合について， 使用者団体としては，

Cαf. Royal Cornm即n叩'"担s掛止K悶Cぽnon La品bou町r，Rule由Sof As.日so即σz阻at師z叩onof E:η問z唖p〆b/o町3町 sand of El胡〆0，
ed: to暗gether回 ithInt1ηdu叫ct，臼m門ツ M凶d，

C口千 i品b叫. P即P.9岨8一-10回3 同『報告書』を分析した前川嘉一「円l凶9世紀後半期のイギリス使用者団体

王立委員会調査報告書 (1892)を中心にして一一J r経済論叢』第四2巻第4号， 1968年，
カルテル団体としては.Cf. H. Y.l. Macr白 ty，z"bid.，鉄鋼業に関しては， Cf. ibid， c.lw pter 3 

政策団体としての機能分析を含んだ文献としては，藤田暁男 rr大不況~ (1873-96)における経
蛍者協会くTradeAss皿 iation)に関する覚書J r九州共立大学紀要』揮3巻第2号， 196笹子，

がある.なお「大不況J期の鉄鋼業において注目すべき点は，世界市場での競争の激化に対応し
て全国レヴェルの同業者組合が各国に創設あるいは再編強化される点である o 1874年のドイシ
鉄鋼業者連盟 Vereindeutscher Eis四 undStahlindustriellerについては，大野英三「ドイツ
金融資本成立史論』有斐閣， 1956年， 41へ}ク， 187&年の BlTA については， D. Burn， ibid.. 
Pp. 3lf.. 1886年のフランス睦鋼協会 C岨 utedes Forges de Franceの再編強化については，

安部誠治「独占形成期のフランス鉄鋼業における資本家諸団体J r大阪市大論集』第32号， 1978 

年，を参照せよ。
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われたが， この節では『報告書』で言及されているカルテノレ団体としての同業

者組合を考察する。業界の利害を代表する政策団体としてのそれは次節で検討

される。

[lJ クリープランド地区における同業者組合の不況対策について，ベノレは

次のような証言をしている。

iQ 1883年から現在まで生産と消費に明らかな減少が生じたのは疑いないで

すかワ。

A 両方〔とも減少し主した〕。消費は縮小しました。[生産についても〕

クリープランドにおいて，我々は一定数の溶鉱炉の火を消すこ主に合意

しました。私の会社のクラレ Yス製鉄所では， 12基のうち 3基の火が消

されましたJ(No. 2125)。

このベル証言は， 1883年以降の過剰生産を基本的原因とした不況に対して，

クリープランドの銑鉄生産者が同業者組合を媒介にして生産制限をしたという

事実を示している"，。具体的には. 1883年12月から84年 2月にかけて在庫量が

253，105トンから296，940トンヘ急増したことに対して，同地区の同業者組合は

補償金支払を条件に117高炉のうち18炉の操業を停止させ，生産量を削減させ

た。これによって在庫量は不況化であるにもかかわらず， 1884年 7月には

269，879トンに減益し，価格もグリーブランド銑 No.3で 6ペンスか 01，;.-リン

グの上昇を示した。しかも効率の悪い旧式高炉の停止によって地区としての l

炉当りの平均生産量は上昇した'"。

グリープランド地区における銑鉄の生産制限は，スコッ lランドの生産者と

20) 同聾者組合は， クリ プランド製鉄業者協会 ClevelandIron Masters' Associationと推定
しうる. 同協会の意志浪定は， 各企業¢蹴輯勾宅主産量に対して付与された投票権 (60，000トソ
以下l票， 60，000-120， 000トン 2票.120， 000-180. 000トシ 3票， 180.000トン以上4票〉に従
って決定された。 したがって， 大規模企業の意向がヨリ反映される仕組になっていた (Royal

Commi制叩 onLa.bour. ib札 p.102.)0 

21) Cf. Economist， April 12， 1884， Monthly Trade Supplement. p正必叫， Sept 13， M. T 

S.， p. 5 
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の問に結ばれた12.5%の生産制限協定 (1881年 10月一82年9月〉をはじめ80年 代

前半に継続的に企てられているカ~22)，それはおおむね価格維持と在庫調整を目

的とした 3ヶ月から 6ヶ月間の短期の協定であったZ目。

さて，このような対策は次の理由によって可能となった。第 1に， 1880年 代

前半におけるクリーブランドの銑鉄生産が他地区に比べて高い生産性を保持し

ていた。 すなわち 1885年白高炉 1基当りの全国平均年生産高が 17655.71. '" 

(100) であるのに対して同地区の平均は25812.51ン (146.2) であったく第3

表参照〉。第 2に， 同地区はイギリ旦全体の30%強にも達するシェアーに上っ

て市場規制力を十分に持っていた。最後に，この時期にはイギ 1)スが諸外国主

第ヨ表地域別高炉1基当り銑鉄平均年生産高 (単位 トソ〕

どりス|北東海岸 1 スコヅト体 ラ γF 北西海岸|育ウェー引3:7二

1865 7322.1 9462.4 8251.6 12494.2 6455.5 6075.7 

70 8981.2 13534.8 9804.8 13292.3 8589.4 5162.6 

75 10119.9 16010.3 8823.5 16651.7 6858.3 6171.0 

80 13739.7 21575.2 9324.4 20015.9 12894.7 8359.9 

85 17655.7 25812.5 11028.2 2733:l2 

89 18054.2 27009.7 11241.3 25072.4 

出典 1865.70. 75. 80の各年は， A. Birch， ib品目 125-137
1885年はI Economist， Feb 20， 1886. C. H. R.， 188G p. 29 

1889年は，&0依omist，Jan 11， 1890. M. T. S.， p_ 19から算出。

2わ スコットラントで地区との協定4丸 1881年9月と82年3月の 2度にわたって 6ヶ月協定の更新と

第1表クリ プランド地区銑鉄生産(単位 トン〕 いう形で実施された。
1 【 グリーブランド地区に

| l田昨 1 1田2年 |畔4 年増減率%1関する限りで， 1田l年

I ， nnQ "...，A I 1 '7"'<> .>""， I <)'}t:. "，Q" I ;1 <1 I -82年の銑鉄生産は鍛

増である均九協定品目
である普通銑は11.3%

¢減少，協定外品目で
出9是正切nomist，Feb 24， 1883， C. H. R.， 1田-2， p. 31 あるへマタイト銑は

36.5%増である。したがって，協定による12.5%の生産制限はほぼ守られたと推定できる。しか
もその削減は，普通銑からへマタイト銑への急激な転換を伴って現われたのである(脚注第 1表

参閑L
23) 1880年代前半のグ P プラント弛区における生産制限協定については， Cf. H W. Mac問 ty，

ibぷ， pp. 57-60. 
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第 4表主要国における高炉 1基当り銑鉄平均年生産高(単位 トγ〉

イギリス(北東海岸)I ドイツ|フランス lベ 岬 l 持品
1870 8，700 (13，500) 5，000 13，5口D

1880 13，000 (21，600) 11，000 8，000 19，5日o

1890 19，日00 (27，0∞) 20，7口0 16，000 22，500 31，000 

1900 22，500 (-)  31，000 21，日日O 27，000 56，000 

1910 30，日00 (-)  49，000 34，500 46，000 100，0口D

出典 T. H. Burnham & G. Q. Hoskins， Iron ω'Zd Steel田 B門i:ain1870-1930. London. 
1943， p. 145，但し，北東海岸の数値は，前掲第3喪より作成。

比べても高い生産性をまだ維持しており〈第4表参照)， 同地区の主力輪山商

品である鋳鉄も20世紀初めとちがって保護関税国の市場においても一定の競争

力をもコていたw。しかし個別企業がすべて競争力を備えていたわけではなし

地区協定は結局内部に利害対立を生み出し短命に終ってしまうことになる。と

すれば全国レヴェルの協定などはそもそも最初から問題とはなりえなかったと

いえる2o)。

[2J ブリキ製造業者協会 TinplateManufacturers' Associationは， ブリ

キ部門の不況対策に関するアンケートに次のような回答を寄せている。

「この価格 [112重量ポ y ド1箱当り 12シリ;/y' 9ベンス〕が生産コスト以下

なので，その年 [1884年〉の終りまで毎月 1週間の〔操業〕停止によって生

24) 20世紀初頭の状況については Cf.H. Levy， Mon噌 olyand ζ'-orn:l叫 ition，London， 1911， 

pp. 191 f. 1880年代前半において， ドイツ鋳却さ量はイギリスからの鋳鉄輸入から解放されつつあ

ったが，まだ大量の詩鉄が混合されていた.特にクムニツツ商工会草野賢は，安価なイギリス銑カ3

Mなければ機械鋳造はできないと報告している (Eco7lOmist，Jan 9， 1886， M. T. S.， p. 5')0 
25) 1886年春に過剰生産が深佑G，価格がクりープランド銑 No.3で30シリングに下落した昨，

BITAは全国¢生産者の産出高を 25%削減することを提案したが，実現しなかった (H，W 
Macrosty， ibid.， p. 59. E田聞出山市 Nov12， 1887， p. 1420.)。これは調査=政策団体としての

性格が強い BITAが， 内部の利害対立を規制するだけの調整力を持っていなかったからであ

る. これに対してフラソス鉄鋼協会はその主導の下に全国νヴェルの製品別カルテルを結成し

た。これによコてフラソス鉄鋼業は， 90年代以降急速に独占化するのである〈安部誠治，前掲論

文， 61-62ベージ)，イぷリ久鉄鋼業においてカルテル組織の中央機関は.1934年にイギリス鉄鋼

連盟 BritishIrou and Sl~d Feue:rationとして設立された(高橋哲雄，前掲書， 150ペ シλ
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産を削減するために，コ y ピネ-"/ョンが形成された。このコンビネ ンョ

ンは 3ヶ月間実施され，市況はそれで大幅に改善されたJ2的。

この回答は， 1879年の活況への反動として発現された過剰生産に対して業界

レヴェルで生産制限という対策がとられた事実を示している叩。海外市場依存

度の高いブリキ部門においてこのような対策が導入できたのは26>， 119世紀の

大半を通じて，イギリス以外に自国の国内需要すら充足できる風はなく，イギ

リスは輸出用プリキ吉生産する唯一の国として fリキの世界市場を支配してい

た」加からである。換言すると， 1891年。アメリカ合衆国り「マッキンレ 関

税」採用までイギリスのブリキ業は，世界一市場の拡大=イギリスの輸出拡大=

イギリスのブリキ業の発展とレう「自由貿易的産業構造J30
) を持っていたので

ある(第5表参照7。それゆ虫，過剰生産が発生した時には，個別企業レヴェル

では「生産の集積」の度合が低いにもかかわらず"'九世界市場独占を基盤に同

業者組合の媒介で在庫の急増と価格の下落への対策として一時的な生産制限が

実施できたのである。

第5表 イギりスにおけるプリキ生産・輸出・消費量 (単位 1凹0トン〕

I 18日 I1醐 I1872 I 1878 I 1醐[附 I1891 

生 産 84 101 143 199 302 426 586 

輸 出 63 88 118 155 218 335 448 

〈内U.S.A) (49) (63) く87) (108) くlfi4) (264) (325) 

及園内び在消費庫 21 19 25 44 84 91 138 

出典 W.E. Minchinton， The British Tt'nTlate Industry， Oxford， 1957， p. 29 

26) First Report.， p. 119 
27) この時期¢生産制限については， Cf. W. E. Minchinton， B:門'tishTl帥 μateIndustげ， Ox-

ford， 1957， p. 52 なお『エコノミスト』誌は.生産制l隈の市況改善劫呆に対して否定的見解を
表明しているくEconomist，Feb 20， 1886， C. H. R. 1885， p. 30')0 

28) 1810-80年代の海外市場依存度は75%前後であった CFi:rstRetort.， p. 119.)。
29) 高橋哲雄日耳究ノ ト，南ウェイルズ プリキ業の発展晶程J r甲南経済学詩集」第2巻第4

号" 1962年.52ベ-:J'。
剖) ，自由貿易的産業構造」という用語ιついては，桑原莞爾「イギリス巳おける関税政策論争の

背景J r法士論議』第28号. 1971名 110-11ページ.

31) プジキ業の生産構造については，向上.118-123ヘ ジ).
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[3) 鋼レーノレ部門は，不況対策として1884年から機能し始める国際鋼レー

ノレシンジケートを結成する叩。この γ ンジケートについて北西海岸のスミスは

次のように証言している。

1882年の恐慌によって， 83年の鋼 Vーノレの需要量は前年の 3分の 1に減少し，

それと同時にエ場渡し価格もトン当り 4ポンド以下に下落し， トン当りで亘~

10シリングの損失をもたらした。 この不況に対して生産者は， 1)損失を覚悟

で受注競争をするか， 2)操業停止によって間接的な損失をこうむるか， ある

いはめコンピネーシ呈ンの形成によって縮小した需要を生産者に分割するか，

という 3通りの選択の前に立たされ，結局第3の道を選んだ (No_2271)。コ Y

ピネーションには， 1企業を除いたイギリ Zの全企業， 2企業を除いたドイツ

の全企業， ベルギーの全企業が参加し (No.2279)， それは鋼レールの注文の

分割と価格の規制 (No.2336)によって， 適度の利潤を生産者に保証しようと

した (No.2352)。

注文=需要の分割について。 コンビネーションは， 1) 1881， 82， 83年の輸

出量をもとに世界市場を分割すること(イギリス66%， ドイツ27%，ベルギー

7%)， 2)各々の園内市場は各国が確保すること〔イギリスはインドをも含む)

をとりきめた。イギサス圏内での需要の再分割は，工場の生産能力の査定によ

って分割率が決定された (No. 2271)'へそして各生産者はコンビネーション

を通して総需要を把握し，自己の割合を確定し，それによって需要に応じた生

産をLた (No. 2342-45)。 したがって，コンピネ-/ョンの第lの機能であ

る注ぷニ需要白分割とは実質的な生産制限なのである。

32) H. W. Ma，口調ty，め低.pp. 63 f. T. Vogelst怠in，Organisationsformen der Eisenindi削ー
Z門eund Textileindustrie 師 Englandund Amerika. Leip:zig， 1910， s. 99. D. Burn， 
w必.pp. 230 f. J. C. Carr & W. Taplin~ His白 ryof the Bri同 hSteel Industη，Oxford. 
1962， pp. 167鉦レ ユγ『帝国主義』岩波文庫， 1969年I 121-22ベージ.徳百:1lJ雄「第一次大
戦前，イギリス転炉鋼部門の景気循環過程における『生産の集積』と『独占の形成~J r土地制度

史学』第59号， 197&年をも審問せよ。

33) イギリスの圏内組織は， イギリスーレ ノレ生産者協会 BritishRail Makers A田 ociation-e 
あった 0.C. C:，rr & W. Taplin，品試.p. 167')0 
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第日表 イギリス鋼νール価格の変化

7 月

出.!flt-:EccJono叩 !st，Jan 1"=1， 18A.':J， pι 14.. ih起， Jan 10. 188丘M.T. 5... p. 13. ibid.， Jan 
15， 1887， M. T. S.， p. 28. ibι， Jan 12. M. T. S.， p. 13の相対価格衰より作成。

第 2の機能である価格規制について。コンビネーションは. 1883年当時の価

格約4ポンドに対して最も条件の悪い ξ ッドランド地区の工場渡し価格を費用

価格と措定し， トン当り 12シリング6ペンスから13シリ y グの価格引上げを実

施Lた (No. 2284-8め。 この価格調整は当初15シリングであった古九アウト

サ {}t との競争及び新規の参入を阻止するためくNo.2278 加)，特にフラ

ン1 及びオーストリアとの競争を考慮して13シリングに再調整された。その t

加盟企業がアウトサイダーとの競争のために標準価格以下で販売せざるをえ

ない場合には， その差額がコ γ ピネーション資金から補われたのである σ'10.
2289)。

不況対策としてのコンピネーションの成果は，この価格規制に端的に示され

る。 1882年前半期をピークに下降していった価格は，コンビネーションの形成

された84年初頭を境に上昇に転じ. 86年 4月のヨンピネーション崩壊まで維持

され，崩壊後前年 7月には 3ポンド15シPングまで急落する(第 6表〕“元し

たがって，コンピネーションの不況対策機能は，輸出も圏内消費も下落するな

かである程度みたされたと考えられるo

銑鉄の地域的な生産制限，世界市場独占を前提としたブリキの生産制限とは

ちがって，鋼レーノレの場合に厳しい世界市場競争のなかで生産制限が可能とな

ったのは，研究史がすでに明らかにしているように，他部門に比較して企業数

が少なし経営規模が大きかったからである則。つまり個別的には競争力が十

34.) 1884-85年にかけて，舶用銅版之山形鋼10シリング， トタン20シリング， スタフォ-1'樺鉄 7

シリング6ペンスー10シリング，それぞれ価格下落を経験するのに鋼レ ルのみが12-/'リング6

--:. /'スの価格上昇を示した (EcOlwmIsιJun10， 1885. M. T. S.， p. 10.¥ 
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分あるという認識を各企業が持つてはいたけれど，需要の急減と蛾烈な世界市

場競争を前にしては結合せざるをえなかったのである。もっとも，ここでも注

文の再分割をめぐって内部に利害対立が生じ，結局分裂してゆ〈ことになるの

Tごが3830

IV 政策転換運動への対応

1860年の関税改革以降イギリ旦資本主義は，自由主義=自由貿易主義的政策

を基調として展開されてきた。しかし「大不況」と同時にその基盤はゆらぎ，

種々の保護運動が台頭した判。イギリ λ資本主義はここに新たな対応をせまら

れることになる。では，こうしたなかで鉄鋼業関係者はどのような対応策を構

想し亡いたのであろうか。

(1コ不況対策としての自由貿易主義。これは全国規模の同業者組合イギリ

ス鉄鋼業協会 BritishIron Trade A田 ocIation(BITA)の会長ベルに代表され

ている。ベルの基本的見解に上れば，現在の不況は何んらかの寸法手段によっ

て解決できる性質のものではない (No.3658，3661)。したがって，保護関税も

何の役にも立たない。["私の意見ではこれら[ドイツ及びアメリカ合衆国〕の

過度の保護関税は，それを課した国々にとって最も害となったJ (No. 3688)。

なぜならば，保護関税によってドイツの製鉄業は確かに非常に有利な部門にな

り，このため大量の資本が製鉄業に引きつけられ，生産も圏内需要以上に拡大

35) 鋼 ν ル部門の生産の集積については，徳江和雄，前掲論文.5←9へージを参照。

36) 崩壊原因は，高い競争力を維持するイギりスの 2企岩毛(1社は工場移転をしたギャメル社〉が

既存の分配率を不満としてコγピネーγョンから脱退したことによる (T.Vogelstein， ib叫， ， 

99. lJ.ぴ徳江和雄，前掲諦口乙 14-15ベ ジ〕。

37) 1.大不況」期の保護運動については. Cf.B.H.B四 wn，Tariff Reform Movem町，"泥酔，，"

B河印象n1881-1895， NewYork. 1943. 邦語文献としては， 高橋哲雄 IW大不況』下のイギ

リス関税改革運動J W商学論究』第22号. 1956年，藤村幸雄「イギリス帝国主義の経済政策一一

対外政策」遠藤湘吉編『帝国主義論下』東大出版会， 1965年，藤回暁男「イギリス r大不況』

(lB73年 1896年〉に対する諸資本の対外的対策構想 『商工業不況調査委員会報告書.!l(1886 

年〕を中心に一一JWI圭営と経済』第126号.1972年，桑原莞爾 rr大不況』期におけるイギリス

帝国連合運動」官岡昭島編『政治権力の史的分析』お茶の水書房， 1975年，等を事照。
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した。しかしその結果逆にドイツ製鉄業者は，生産の30%以上を国内消費者に

犠牲をしいる 2重価格制のもとで無理な輸出をせざるをえな〈なっているから

7こ (No.3689) と出〉。

また立法手段以外の政府の行動(情報収集，あるいは外交々渉を通じてのイ

ギリスの貿易促進等〉についても有益かもしれないが，しかし「この種の事柄

は私が要求するというよりも委員会が判断すべきことであろうJ(No.3662) と

消極的な見解を表明するにとどまっている。 さらに技術教育についてもー定

の成果があるだろう乙とを認めながらも["我々はそれ〔技術教育をしないこ

第 7表世界の人口と鉄消費量 (1882年〉

|人口印 消1費人量当りl年h 

(1)先進5ヶ国 174.507 (12.2) 16，269，514 (79.1) 208.84 

連合王国 35，968 4，618，932 287.53 

u s A 50，153 6，065，919 270.92 

フラ ユノ ス 37，672 2，508，706 149.16 

ド イ ツ 45，194 2，488，957 123.36 

ベルギー 5，520 587，000 238.20 

(2)その他白ヨーロ少パ 四四 (15.7) I 2，789，440 (13.6) 27.80 

(3)ヨーログパ以外の諸国 1，026，353 (72.1) 1，509，783 ( 7.3) 3.29 

イ ン ド 446，760 481，951 2.40 

イギりス領(イ γ ド除〕 11，465 621，483 121.40 

アジア〔イギリス領除〕 517，162 113，382 0.49 

商アメリカ等 45，449 274，353 13.50 

エ γ- フ ト 5，517 18，614 7.55 

(4)総計 (1)十(2)+(3) L叫 87 (剛 i20，567，746 (1町| 32.33 

出典 Sir. Lo，"引hi皿 Bel1， State回目L，p. 151. in Stfcond Rej抱月， p. 358 -Tablc LXXVIII 

により作成ム

38) ピスマルク関税以前のドイツ製鉄業者の競争認識については，藤瀬浩司 ;19世紀末『大不況』
下におけるドイツ製鉄資本の蓄積条件と政策一一『鉄ァ γケ}ト~ E田 n-Enqueteの分析を中

心として J ~調査を資料Jl No. 56， 1975年を告隠しなお『最終報告書』の「少数意見報告」

では.同ーの状況をベル見解とはまった〈逆に.保護関税=不況緩和=普と把握している (Final

Report.， pp. 118 f.)。
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と〕によって損害をこうむったとは思わない。我々は他の国々と比べても非常

によい地位にあると思うJ(No. 3663) とかなり楽観的である。

このように政府干渉に対して消極的な態度を表明したベルにとって， I連合

王国に関する限り， [不況〕改善への主要な期待は，全体として世界における

鉄消費の増大に求められなければならないJ(No.3649)。すなわち，第7表に

示されているように， 1882年に先進 5ヶ国(イギリス，アメリカ合衆国，フラ

ンス， ドイツ，ベルギー〉は世界人口の 12.2%で世界の79.1%の欽を消費し，

したがコて 1人当り年消費量は2日8.84ポンドである。これに対してその他のヨ

ーロッパ諸困はそれぞれ 15.7~0'. B.6%， 28.8ポン Vであり 3 ヨーロヅパ以外

の諸国は72.1%. 7.3%， 3.29ポンドである。特にイギリス領を除いたアジア諸

国は36.3%，0.6%， 0.49ポンドである。 したがって， もしこのアジア諸国にお

ける 1人当り年消費量が4ポンドに増大したならば，イギリス鉄鋼業が現在直

面している過剰生産の圧力は急速に解消されるであろう (No.3655) と，ベル

は計算した削。 しかも先進国を除いた諸国への鉄鋼輸出量(鉄道用資材を除

。は， 1878年の117万トンから83年の233万トンへと約2倍に増大しており，

ζのことから世界の鉄消費量の増大は予想されている以上に急速に生ずるかも

しれないと，彼は結論づけるm 。

このようにベルの見解は楽観主義的なレッセ・フェーノレ万能論であって，そ

こではイギリス鉄鋼業の競争上の優位性が不変だとの前提がある叫。

(2) 政策転換運動へり第2の対応は， γ ェフィーノレド商業会議所に代表さ

れる。同会議所は内部の利害対立を理由として「自由貿易」あるいは「公正貿

39) ζのようなベレ見解に対して， 委員会委員エク凶イド W.EcroyUは， 中国で製鉄業が発展
した場合どうなるのかと疑問を提示している (No.3097)。さらに，ヲンデスは「顧客頭数の勘
定」という遊びであり，新興TI饗勢力のなだれ込みによって白昼夢と時る皮算用にすぎなかった
と論評している (D.S. Land田 ，The Unbound 1ヤ'ometheus，London， 1969， p. 240.). 

40) Sir Lowth四 1Bell. S比atement.，PP. 152 f皿 SecondRゆ四τ.p. 358 
41) 保謹関闘を採用せずに新市場の開拓を軸に商業関係主法等の欠陥への対策を勧告する「多数意

見報告」は，基本的にベル見解と同じ来観な自由主義的な基調で貫かれている。綿工業，海運=
造船業，右炭業等がこれに属した (FinalRe.戸岬， pp. 55-59')0 
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易」をめぐる論争には直接関与しないことを断ったうえで，以下の 5点を貿易

改善策として提案する。 1)母国と植民地の密接な結合， 2)新市場の開拓一一

東洋，アフリカの人口調密な圏， 特にインドにおける鉄道の拡張， 3)政府の

援助による安価な水運の確保 鉄道会社による独占の規制， 4)商標問題へ

の政府の介入， 5)企業自体による努力←一品質がよく， デザインにすぐれ，

有用でかつ安価な商品の開発4目。

ヴィッカ一月を除いたシェフィ ノL ド地区の証人たち全員が会議所の見解，

要するに政府の積極的介入と保護関税を伴なわない「帝国連合」構想を支持し

ていて，輸出市場のインド及び植民地への転換，商標の同際協定，技術学校の

設置等の必要性を強調しているn 特にェリスは保護関税国，なかでもドイツと

の競争がイギリス植民地市場まで深〈及んでいることを指摘し (No.3207-

10)， ベルの見解とはまったく逆に， 日本を除いて新しい市場が広がったと見

ず (No. 3211-12)， すくに着手されるべき事としてインドにおける鉄道建設

の援助を提案した (No.3213)。 且リスはインドにおける鉄道建設を援助する

具体的な方法についてまで言及していないが，イングランド北部製鉄業者協会

North of England Iron Manufacturers' Association及びニューポート商業会

議所 NewportC.C.の鉄鋼部門が，帝国保証によるイギリスの余剰資金の低利

貸し付を提案している'"。要するに，資本輸出と商品輸出を直接的に結合させ

る形態での新市場の拡大が構想されていたのである4430

なお，公正貿易論との関連で興味深く思われるりだが，輸入巾場の転換一一

保護関税国アメリカ， 日シアからの原料・食糧輸入に代ってインド及び植民地

42) Second Report.， p. 407 
43) イングラソド北部担酷業者協会については.Cf. First Re肘付， p. 117 なお同一地区のヱュ

ーヵッスル商業会議所 Newcastle-on-TyneC. C の鉄鋼部門は，相殺関税の賦課を要求してい
る (SecondRepor.広， p. 402')0 ニューポ ト商業会議所については， Cf. ibid.， PIJ. 405買 な
お鉄鋼部門の見解は会議所の総会では否決され，保護関税の噂入が対策として提示されている回
したがって利害は相当錯綜してけこようだ。

44) イギりスの資本輸出の型については，生川栄治『イギリユ金融資本の成立」有斐閣.1956年，
第 5章，入江節次郎「重工業資本主義と資本輸出」河野健二，飯沼二郎編『世界資本主義の歴史
構造』岩波書底， 1970:年"， 1!1←162ベータを妻照ー
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を原料・食糧の輸入市場とする考え方 は非現実的だとして否定されている

〔ェリス， No.3247-48)'日。イングランド北部製鉄業者協会の回答をみると，

直接的に植民地にもとめられているのはイギリス製品に対する植民地関税の撤

廃だけなのである。そうだとすれば1 政府の積極的介入及び保護関税を伴なわ

ぬ「帝国連合」削という構想は，自由貿易とも保護関税とも違う対応なのであ

る'"。

(3) 不況対策として保護関税の導入を具体的な形で要求したのは?'ーミ

Yガム商業会議所 B日minghamC. C 及び同地区のミユラー， ロードの両証人

である。パーミンガム商業会議所が構想する対策は， 1)鉄道規制Jのために新

立法令制定すること， 2)わが国で製造きれている商品と同じ全ての外国商品

に輸入税を課すこと， 3)母国と植民地・属国との間に通商同盟を設立するこ

と， 4)国際複本位制を確立すること，以上の 4点である，"。通商同盟=関税

同盟構想の内容についてミュラーは次のように証言している。 Iそれ〔通商同

盟]は， ドイツ関税同盟と同じ方法で実施きれるべきであるJ(No.1857)。そ

してイギリス植民地へ諸外国が輸出する場合には一定の関税がかけられるべき

だが，イギリス本国からの商品は無税にされるべきである (No. 1878)。現在

すでにかけられている関税は，植民地との協定によって撤廃されるべきである

(No. 1881-82)。 しかし， ミユラーは保護関税による帝国内自由貿易を確立

するためのもう一つの条件=イギリス本国への植民地産物の自由輸出について

は意見を留保する (No.1918)。

乙れに対してロードは帝国内自由貿易を互恵的に確立するために「イギリス

45) 公正貿易勢力の桂泣的インタレストにつu、ては，高橋哲雄，前悶論文， 37-8-~-:/を審照。

46) 1880年代前半の帝国連合論は， 84年に設立された帝国連合同盟に代表されるが，帝国の組帯強
化，帝国思想の普及という要求のもとに，いわば公正貿易論者と自由貿易論者の結古田産物であ
る。高橋哲雄，前掲論文， 53へ一片桑原莞爾，前掲論文， 229-31へ 三参照。

47) W最終報告書』の「多数意見報告」に署名したジェイさソソ G.Jamieson及びパーマー C
Palmerの2委員の補足意見は，乙の磨措1に属する Cf.Fb叫 1Re如何， pp. 64-81， 90-93

0 

48) Fi:rst Report.， p. 77 なおこの対策は， 会議所理事会の意見であり，総会では悼正動議が提
出された。したがコて，保護関税運動の本拠パ ミンガムでも利害は相当錯綜していたのである.
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への植民地産物の自由輸出を許L. それによって植民地への Cイギリス商品

の〉自由輸出を獲得する。あるいは少な〈とも，イギリスによる植民地保護の

見返りに我々の商品の植民地への特恵的輸出を確保することJ (No. 1918) が

必要であると証言している。

このような見解の相違は保護関税運動内部における相違を示すものであり，

ロードの見解はチェンバレンのイギリス帝国関税同盟の構怨により接近したも

のと考えられる叫。なお具体性に欠ける点はあるが，類似した構想をシェフィ

ーノレドの製鋼業者グィッカースも提案している。ずィッカ スの対策構想は市

場のアメリカから植民地への転換と保護関税による植民地とり帝国内自由貿易

連合である σ<0.3429. 3447)。新生産部門の開発=部門転換によって諸外国の

保護関税があまり強力に作用しでいない 2てするゲイツカースの見解に比べてミ

ュラー， ロードの見解がより具体的な形で提示されているのは，園内市場にす

らドイツ製品〔ワイヤー，釘〉が参入Lていて，それだけ一層植民地市場の確

保が急務になっていたノミーミンガムの不況の厳しさを示すものである 5へ

V 小括

本稿において筆者は『商工業不況調査委員会報告書~ (1886年〕を素材とし

て， 19世紀未イギリス鉄鋼業関係者の不況対策を，個別企業独自の対策，同業

者組合を媒介とした対策及びイギリス資本主義の全体構造に関連する政策転換

運動への対応という 3レヴェノレに分析してきた。最後に，諸対策の相瓦連関を

簡単に考察してさしあたっての結びとしたし、。

イギリ λ 鉄鋼業関係者の不況対策は，世界市場における自らの競争力に対す

る認識に応じて相違していた。

世界市場におけるイギリス鉄鋼業の競争力が健在であるという前提に基づく

49) チェンパレン構想とり関連については，桑原莞爾，前掲論文.229-31ペ}ヅを参照。
50) '.最終報告書』の「少数意見報告」ほ，工業製品に対する従価10-15%の軸入関税の賦課，植

民地食糧に対Fる特恵民税の設定を軸巴政府の積極的介入を不況対策として勧告している.金属
加工業，杭毛工業，砂糖精製業等がこれに属した Cf.Final R旬 ort..PP. 133-1150 
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対策は次のようなものであった。現在の不況は立法によって改善しえないし，

政府=行政にも多くを期待できないという基本的認識のもとに，対内的には，

過剰生産と価格の低下に対して同業者組合を媒介にして柔軟でかつ短期的な生

産制限を実施し，対外的には， 自由貿易を前提とした世界的な鉄消費需要の拡

大に期待するという見解がそれであった。この立場をとるのは， BITAの会長

ヘノレを代表的論者とし亡グリーゾランド，北四海岸の銑鉄及び鋼レーんといっ

た量産型鉄鋼業ならびにスコヅトヲンド及びクリープランドの国内需要向の舶

用鋼板の生産者さらに世界市場独占を基盤とした南ウェーノレズのブリキ製造業

者であった。

世界市場におけるイギリス鉄鋼業の競争力が低下しているという認識から出

て雪た対策は次のようなものであった。現在の不況から脱出するには，植民地

との結合及び政府の積極的介入が必要であるという基本的前提にたって，対内

的には，生産部門の転換=高級品化という個別企業レヴェルの対策を実施し，

さらに内陸部という立地条件の不利益をカバ するための政府規制〔例えば鉄

道規制〕が要求される。そして対外的には，植民地を軸とした市場構造の転換

が強調された。しかもその構想が主として νェフィールド，バーミンガムに代

表される高度の熟練を要する特殊高級品中心の多種少量生産型の製鉄業者の対

応として表明されるのだけれど，しかしそこにも意見の対立があって保護関税

を伴わない「帝国連合」構想(シェフィールドのエロヘディクソン，オズポ

一人ヒューズ，ベノレク，イングラント北部製鉄業者協会，ニューポート商業

会議所の鉄鋼部門〕と1890年代の帝国関税同盟構想を先取りするような保護関

税による帝国内自由貿易構想(シェフィールドのヴィッカース，バーミ Y ガム

のミュヲ ，ロ ド，ニュ カッスノレ商業会議所の製鋼部門〉とに分かれてい

マ-~。
この上うに『報告書』における鉄鋼業関係者の対策案は分裂していたけれ

51) ζの分裂は.1879年のドイツ保護関税論争であきらかにされた対抗図式ー楳護関税を志向する
銑鋼一貫の大工業と自由貿易を宮向するゾーリンゲγ等の輸出向中'J、鉄工業ーとは正に逆の関部
にあコた。大野英三『ドイツ金融資木成立史論".!l140-41ベ--:}を曇照ー
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ど513，しかし1880年代のイギリス鉄鋼業において保護勢力はパーミンガムを中

心とした少数派にとどまり，その主導的勢力は依然として自由貿易主義を基調

に対応していた。したがって全国規模の同業者組合 BITA も， 1879年のピス

マルク関税導入に際してのドイツ鉄鋼業者連盟のように，また84年の関税ア γ

ミララシオ Y及び92年のメリ ヌ関税導入に際してのフランス鉄鋼協会のよう

に関税改革運動の主体となることは最初からありえなかった問。さらに， 1~79 

年以降ドイツが保護関税の再導入と製鋼法の転換とによって不況から脱出し，

世界市場への一層の進山を果してゆくのに対して5ベイギリ 1 の鉄鋼業関係者

は製品の高級化と新市場の開拓とに活路を求め， 2， 3の例外を除けば製鋼法

の転換等によるコスト削減を通して現存市場をあくまで固守しようとする姿勢

比一般に認められなかった'"。

独内形成に関しても『報告書』にあらわされて〈る限りでは，大銑鋼一貫企

業を中心とする強固なカノレテノレ， トラスト等は生まれなかった。個別企業は，

競争力に自信をもっていたために，せいぜい同業者組合を媒介とした短命な競

争制限が実施されたにすぎなかった。ここにイギリス資本主義における独占形

成の未熟性と自由貿易主義との相互不可分の関係の一端がうかがわれる。

小稿ではもとより「報告書』をiMLて1885-86年のイギリス鉄鋼業関係者の

「大不況」対策を考察することに課題が設定されている。したがってその後80

年代後半以降にどのような構造変化が生じ(特に「特殊イギリスの基本線」と

まで言われている平炉鋼の急伸)，それがイギリス資本主義全体にどのような

影響を及ぼしたのか等の問題についてほとんど論及することができ?なかった。

稿をあらためて検討Lたい。

0981年 5月稿〕

52) ドイツについては，向上.141-42へ ジ。アラソスについては，権上康男「フランス植民地帝
国主義 (1881-1914)Jrエコノミア』第50号， 1974年" 107-08へ ジ，N.び安部町拍，前掲論文，
65-67ベージを参照せよ円

53) 大野英二，前掲書， 159へージ， 203-04ベ ジ，同『ドイツ資本主義論11叫 146ベージ重量照.
54) Cf. E. J. Hobsbaw田 ，Industrッ andEm:t寸'e，London， 1967， p. 125. 


